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令和 2年 6月 

一般財団法人環境イノベーション情報機構 
 

一般財団法人環境イノベーション情報機構（以下「機構」という。）では、環境省から令和 2年

度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（サプライチェーン改革・生産拠点の国内投資も踏まえ

た脱炭素社会への転換支援事業）の執行団体として決定を受け、新型コロナウイルス感染症の拡大

に伴い、我が国のサプライチェーンの脆弱性が顕在化したことから、企業等が国内の生産拠点等を

整備しようとする場合に、RE100 の推進や防災に資する自家消費型太陽光発電設備等を導入する事

業に対する補助金（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（サプライチェーン改革・生産拠点の

国内投資も踏まえた脱炭素社会への転換支援事業））（以下「本補助金」という。）を交付する事業

を実施することとしています。 
本補助金の目的及び概要、対象事業、応募方法及びその他の留意していただきたい点をこの公

募要領に記載していますので、応募される方はご熟読ください。 
本補助金の補助事業者として採択された場合には、｢令和 2年度二酸化炭素排出抑制対策事業費

等補助金（サプライチェーン改革・生産拠点の国内投資も踏まえた脱炭素社会への転換支援事業）

交付規程｣（以下「交付規程」という。）に従って手続等を行っていただくことになります。 

なお、採択された際には、政府が推進する地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE」に

可能な範囲でご協力いただく可能性があります。 



 
  

補助金の応募をされる皆様へ 
 

本補助金は国庫補助金である公的資金を財源としているため社会的にその適正な執行が強く求

められており、当然ながら機構としましても、補助金に係る不正行為に対しては厳正に対処しま

す。 
したがって、本補助金に応募の申請をされる方、申請後、採択が決定し補助金の交付決定を受

けられる方におかれましては、以下の点について十分ご認識いただきますようお願いします。 

 

１ 応募の申請者が機構に提出する書類には、いかなる理由があってもその内容に虚偽の記述を行

わないでください。 
 

２ 機構から補助金の交付決定を通知する前に契約を行った経費については、交付規程に定める場

合を除き、補助金の交付対象とはなりません。 
 

３ 補助金で取得し又は効用の増加した財産（取得財産等）を当該財産の処分制限期間（法定耐用

年数）内に補助金の交付目的に反して使用、譲渡、交換、貸し付け、担保提供、又は取り壊し

（廃棄を含む。）を行おうとするときは、事前に処分内容等について機構の承認を受けなけれ

ばなりません。なお、機構は必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査をすることが

あります。 
 

４ 設備の設置や電力供給等、補助事業の実施にあたっては、各種法令、基準等を遵守してくださ

い。 
 

５ 補助事業に関し不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取り消しを行うと

ともに、支払い済の補助金のうち、取り消し対象となった額を返還していただくことになりま

す。 
 

６ なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和 30年法律第 179 号）の第 29条から第 33 条において、刑事罰等を科す旨が規定されて

います。 

 

７ 本補助金は脱炭素化の推進や防災に資するオンサイト PPA モデル等による自家消費型太陽光発

電設備、蓄電池等の導入を支援する事業に交付することとしています。そのため、交付規程に

定められている内容等を履行できなかった場合などは、原則、当該補助金に係る交付決定の取

り消しを行うとともに、支払い済の補助金のうち取り消し対象となった額を返還していただく

ことになります。 
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１．事業の目的 

 

本事業は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、我が国のサプライチェーンの脆弱性が顕

在化したことから、企業等が国内の生産拠点等を整備しようとする場合に、RE100 の推進や防災

に資する自家消費型太陽光発電設備等を導入する事業（以下「補助事業」という。）に要する経

費の一部を補助することにより、レジリエンスの向上と脱炭素社会への転換に資することを目的

とします。 

 

※補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律等の規定によるほか、この補助金の交付規

程に定めるところに従い実施していただきます。万が一、これらの規定が守られず、機構の指示

に従わない場合には、「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（サプライチェーン改革・生産

拠点の国内投資も踏まえた脱炭素社会への転換支援事業）交付要綱」の規定に基づき交付決定の

取り消しの措置をとることもあります。また、事業終了後においても、補助事業の効果が発現し

ていないと判断される場合（CO2 の削減や停電時に必要な電力を供給する機能が求められている

にも関わらず、計画の内容を履行できなかった場合など）には、補助金返還などの対応を求める

ことがありますので、この点について十分ご理解いただいた上で、応募してください（詳細は

「補助事業における留意事項等について」参照のこと）。 
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２．対象事業 

本補助金の交付の対象となる事業は次に掲げるものとします。 

①令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金（経済産業省）の交

付の要件を満たす施設（これに準ずる施設を含む。）に対して、オンサイト PPA モデルにより、停

電時にも必要な電力を供給できる機能を有した自家消費型太陽光発電設備、蓄電池等の導入を行う

事業（①事業） 

②令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金（経済産業省）の交

付の要件を満たす施設（これに準ずる施設を含む。）において、当該施設の設置者が、停電時にも

必要な電力を供給できる機能を有した自家消費型太陽光発電設備、蓄電池等の導入を行う事業（②

事業） 

③令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金（経済産業省）の交

付の要件を満たす施設（これに準ずる施設を含む。）に対して、ファイナンスリースにより、停電

時にも必要な電力を供給できる機能を有した自家消費型太陽光発電設備、蓄電池等の導入を行う事

業（③事業） 

④令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金（経済産業省）の交

付の要件を満たさない施設又は住宅に対して、オンサイト PPA モデルにより、停電時にも必要な電

力を供給できる機能を有した自家消費型太陽光発電設備、蓄電池等の導入を行う事業（④事業） 

⑤令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金（経済産業省）の交

付の要件を満たさない施設又は住宅（戸建て住宅、公共施設等を除く。）において、当該施設の設

置者が、停電時にも必要な電力を供給できる機能を有した自家消費型太陽光発電設備、蓄電池等の

導入を行う事業（⑤事業） 

⑥令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金（経済産業省）の交

付の要件を満たさない施設又は住宅（戸建て住宅、公共施設等を除く。）に対して、ファイナンス

リースにより、停電時にも必要な電力を供給できる機能を有した自家消費型太陽光発電設備、蓄電

池等の導入を行う事業（⑥事業） 
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（１）補助事業の実施に関する要件 

▶事業要件 

I)【①・②・③事業】 

 令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事費補助金（経済産業

省）の交付の要件を満たす施設又はこれに準ずる施設であること 

 a 国内投資促進事業費補助金の交付対象となる施設※ 

 b 国内投資促進事業費補助金の交付対象となる施設に準ずる施設※ 

※「対象とする施設」を参照のこと 

II) 【①・④事業】 

(ア)オンサイト PPAモデルにより、停電時にも必要な電力を供給できる機能を有した自家

消費型太陽光発電設備を導入すること 

(イ)補助金額の 5分の 4以上が、サービス料金の低減等により、需要家に還元されるもの

であること 

III)【③・⑥事業】 

 補助金相当分がリース料金から控除されるものであること 

IV) 【共通】 

(ア)平時において導入施設で一定割合を自家消費することが可能で、かつ停電時にも必要

な電力を供給できる機能を有した太陽光発電設備等を導入すること 

(イ)原則として、本補助事業の実施により得られる環境価値を需要家に帰属させるもので

あること 

(ウ)CO2削減が図れるものであること 

 

＊本事業で目的とする「自家消費型太陽発電設備」とは、太陽光発電設備により発電した電力を主

として需要家の対象施設において自家消費することを目的とした設備を指す。 
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▶対象とする施設 

①・②・

③事業 

●令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金

（経済産業省）の交付の要件を満たす施設であり、同補助金の交付決定を受け

た施設 

 

●これに準ずる施設 

１ 工場 

日本標準産業分類（平成 25 年総務省告示第 405号）に掲げる製造業又は情報

通信業の用に供される施設 

又は 

２ 物流施設 

日本標準産業分類に掲げる道路貨物運送業、外航海運業、沿海海運業、航空

運輸業、倉庫業、港湾運送業、貨物運送取扱業、卸売業、製造業又は小売業の

用に供される倉庫又は配送センター 

であって、投資計画（上記１もしくは２に掲げる対象施設の新増設又は対象施設

における設備増強に係る計画）について、令和 2年 4月 7日（「新型コロナウイル

ス感染症緊急経済対策」閣議決定日）より前に対外発表した事業でないこと 

 

※「令和２年度補正予算サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助

金（経済産業省）」の詳細については、下記のウェブページ参照 

https://epc.or.jp/fund_dept/supplychain/kobo 
 

④事業 ●①・②・③事業の対象とならない施設又は住宅 

業務用施設、産業用施設、公共施設、共同住宅、戸建て住宅等 

⑤・⑥事

業 

●①・②・③事業の対象とならない施設又は住宅 

業務用施設、産業用施設、共同住宅等 

※公共施設、戸建て住宅を除く。 
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▶対象とする設備 

区分 内容 

太陽光発電設備 ●停電時にも必要な電力を供給できる機能を有すること 

●FIT（固定価格買取制度）による売電は不可 

●導入する設備から得られるエネルギー量が、原則として平時に使用する

エネルギー量を考慮した適正な量であること 

●太陽電池出力が 10kW 以上であること（④事業における戸建て住宅を除

く。） 

 

※太陽電池出力は、太陽電池モジュールの JIS 等に基づく公称最大出力

の合計値とパワーコンディショナーの定格出力合計値の低い方で、kW

単位の小数点以下を切り捨てとする。 

上記に付帯する 

設備 

（１）蓄電池設備（蓄電池設備のみの申請は不可） 

●据置型（定置型）に限る。 

●原則として、系統からの充電は行わず、太陽光発電設備によって発電し

た電気を蓄電するものであり、平時において充放電を繰り返すことを前

提とした設備とすること（停電時のみの使用は不可） 

●将来、自立的に普及する蓄電システム市場の成立を目的とし、市場の活

性化と、量産体制整備後のさらなるコストダウンを加速させるため、機

器ごとの保証年数に応じて設定した目標価格以下の蓄電システムである

こと 

 

〈産業用〉 

●2020 年度 産業用蓄電池目標価格 15.0 万円/kW 

※定格蓄電容量を定格出力で除した値が 3.0 以上の産業用蓄電池は、

定格出力 1kW あたり 3万円を控除する（定格出力の小数点第二位以下

は切り捨て）。 

※太陽光発電等の電力変換装置が蓄電システムの電力変換装置と一体

型の蓄電システム（以下、「ハイブリット」という。）の場合、目標価

格との比較においてハイブリット部分に係る経費分を控除することが

できる。ハイブリット部分に係る経費を切り分けられない場合、当該

電力変換装置の定格出力（系統側）1kW あたり 2万円を控除すること

ができる（定格出力の小数点第二位以下は切り捨て）。 
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〈住宅用〉 

保証年数 2020 年度目標価格 

（蓄電容量 1kWh あたり） 

10 年 6.0 万円 

11 年 6.6 万円 

12 年 7.2 万円 

13 年 7.8 万円 

14 年 8.4 万円 

15 年以上 9.0 万円 

※ハイブリッドの場合、目標価格との比較においてハイブリッド部分

に係る経費分を控除することができる。ハイブリッド部分に係る経

費を切り分けられない場合、当該電力変換装置の定格出力（系統

側）1kW あたり 2万円を控除することができる（定格出力の小数点第

二位以下は切り捨て）。 

 

※蓄電池設備の区分（住宅用・産業用）は下記のとおり 

区分 蓄電システム 機器仕様 

住宅用 4,800Ah・

セル未満 

蓄電容量 kWh÷定格出力 kW＝2.0 以上 

産業用 
蓄電容量 kWh÷定格出力 kW＝2.0 未満 

4,800Ah・セル以上 

 

●住宅用の蓄電池設備については、上記に加えて次の①～⑥を全て満たす

こと 

項 目 登録要件 

①蓄電池パッケー

ジ 

蓄電池部（初期実効容量 1.0kWh 以上）とパ

ワーコンディショナー等の電力変換装置か

ら構成されるシステムであり、蓄電システ

ム本体機器を含むシステム全体を一つのパ

ッケージとして取り扱うものであること 

※初期実効容量は「JEM」格で定義された容

量を適用する。 
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※システム全体を統合して管理するための

番号が付与されていること 

②性能表示基準 定格出力、出力可能時間、保証期間、修理

保証、廃棄方法、アフターサービス等につ

いて、所定の表示がなされている蓄電シス

テムであること 

③蓄電池部安全基

準 

○リチウムイオン蓄電池部の場合 

蓄電池部が「JIS C8715-2」に準拠したも

のであること 

※平成 28年 3月末までに、平成 26年度

（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入

支援事業の指定認証機関から「SBA 

S1101:2011（一般社団法人電池工業会発

行）とその解説書」に基づく検査基準によ

る認証がなされている場合、「JIS C8715-

2」と同等の規格を満足した製品であるとみ

なす。 

○リチウムイオン蓄電池部以外の場合 

蓄電池部が平成二十六年四月十四日消防

庁告示第十号「蓄電池設備の基準第二の

二」に記載の規格に準拠したものであるこ

と 

④蓄電システム部

安全基準 

※リチウムイオン

蓄電池部を使用し

た蓄電システムの

み 

蓄電システム部が「JIS C4412-1」または

「JIS C4412-2」に準拠したものであること 

※「JIS C4412-2」における要求事項の解釈

等は「電気用品の技術基準の解釈 別表第

八」に準拠すること 

※平成 28年 3月末までに、平成 26年度

（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入

支援事業の指定認証機関から「蓄電システ

ムの一般及び安全要求事項」に基づく検査

基準による認証がなされている場合、「JIS 

C4412-1」または「JIS C4412-2」と同等の

規格を満足した製品であるとみなす。 

⑤震災対策基準 

※リチウムイオン

蓄電池部を使用し

た蓄電システムの

み 

蓄電容量 10kWh 未満の蓄電池は、第三者認

証機関の製品審査により、「蓄電システムの

震災対策基準」の製品審査に合格したもの

であること 

※第三者認証機関は、電気用品安全法国内

登録検査機関であること、かつ、IECEE-CB
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制度に基づく国内認証機関（NCB）であるこ

と 

⑥保証期間 メーカー保証およびサイクル試験による性

能の双方が 10年以上の蓄電システムである

こと 

※蓄電システムの製造を製造事業者に委託

し、自社の製品として販売する事業者も含

む。 

※当該機器製造事業者以外の保証（販売店

保証等）は含めない。 

※メーカー保証期間内の補償費用は無償で

あることを条件とする。 

 

※蓄電容量は、単電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の

数の積で算出される蓄電池部の容量とする。 

※JEM 規格初期実効容量が 1.0kWh 未満の蓄電システムは対象外とする。 

※目標価格を判定する保証年数は、原則メーカーの保証年数（無償保証に限

る。）とする。当該機器製造事業者外の保証（販売店保証等）は含めな

い。ただし、以下に基づきサイクル試験を行い、Ｄ.サイクル試験方法の

ステップ６で算出される試験後の容量の定格容量に対する割合が 60％以

上であることを証明する認証機関の書類を提出する場合には、当該サイク

ル試験の結果から得られる性能年数とすることも認める。 

 

Ａ．試験を行うための充放電手順 

充電に先立ち、単電池を周囲温度25±5℃で規定された放電終止電圧ま

で0.2ItA以上1.2ItA以下の製造業者が指定した値で放電する。ここで、

ItA＝定格容量/1hとする。 

特に規定がない限り、単電池を周囲温度25±5℃で製造業者が指定する

方法で充電する。 

 

Ｂ．放電性能試験 

単電池を周囲温度25±5℃放電終止電圧まで0.2ItA以上1.2ItA以下の製

造業者が指定した値で放電し、初期の放電容量を測定する。 

 

Ｃ．サイクル試験数と性能基準 

この試験は、単電池のサイクル試験後の容量が要求以上であることを

検証するためのものである。 

単電池に対して、保証年数に応じたサイクル数をＤ．に示す方法で試

験を行うこと。 

Ｄ．の試験で計測された値が性能基準を上回っている場合、当該年数

を性能年数として定めることができる。 
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性能年数 サイクル試験数 性能基準 

10 年 3,650 

60％ 

11 年 4,015 

12 年 4,380 

13 年 4,745 

14 年 5,110 

15 年以上 5,475 

 

Ｄ．サイクル試験方法 

ステップ１：単電池を周囲温度２５±５℃で規定された放電終止電圧ま

で0.2ItA以上1.2ItA以下の製造業者が指定した値で放電す

る。 

ステップ２：単電池を周囲温度25±5℃で製造業者が指定する方法で充電

する。 

ステップ３：単電池を、所定の終止電圧まで、25±5℃、0.2ItA以上

1.2ItA以下の製造業者が指定した値で放電しなければなら

ない。（この終止電圧は、システムでの充放電範囲を想定

した製造業者が指定する終止電圧とする。）製造業者が、

短時間で試験を実施するために1.2ItA以上の製造業者が指

定した値の放電電流を用いてもよい。 

ステップ４：ステップ２とステップ３は、保証年数に応じた回数を繰り

返さなければならない。 

ステップ５：Ｂ.に従い、サイクル試験後の容量を測定する。 

ステップ６：ステップ５で測定した容量のＢ．で測定した初期の放電容

量に対する割合を算出すること。 

ただし、下記の算出については許容する。 

①ステップ３を2,000回以上繰り返した際の劣化曲線より、

性能基準を満足する性能年数を算出すること。 

②所定サイクル試験数を満たしたサイクル性能を有する蓄

電池に、一部変更を行った蓄電池においては、ベースと

なる蓄電池のサイクル性能を参考にして性能年数を算出

すること。 

ステップ７：サイクル試験終了。 

 

 

（２）補助対象となる設備を運用する上で直接必要な付帯設備等 
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（２）補助金の応募を申請できる者 

ア 民間企業 

イ その他環境大臣の承認を得て補助事業者が適当と認める者 

 

（３）補助金の交付額の算定 

別表１の第５欄に掲げる算定方法による。 

 

（４）オンサイト PPA モデル事業 

本事業における「オンサイト PPA モデル」とは、太陽光発電設備等の所有者等である発電

事業者が、需要家の施設等に太陽光発電設備等を当該発電事業者の費用により設置し、所

有・維持管理等をした上で、当該太陽光発電設備等から発電された電力を当該需要家に供給

する契約方式を指す。 

補助金額 5分の 4以上が、サービス料金の低減等により、需要家に還元されるものであ

り、補助事業により導入した設備等について法定耐用年数期間満了まで継続的に使用するた

めに必要な措置等を証明できる書類の提出を交付の条件とする。 

申請時に需要家、建物所有者等との間で設備設置承諾書等を交わし、当該承諾書の写しを

提出することにより、PPA 事業者単独で申請できるものとする。 

リースバックにより事業を実施する場合は、その旨を申請時の実施計画書に記載すること

（リース会社も財産処分制限の適用を受ける）。 

また、PPA 契約期間満了後に需要家に対して設備譲渡を行う場合には、その旨を申請時の実

施計画書に記載すること。ただし、当該譲渡を受けた者は、法定耐用年数の期間、譲渡を受

けた補助対象設備を本補助事業の目的に沿って継続して使用する必要がある。当該事項につ

いて、契約締結時に需要家に対して説明すること。 

なお、PPA 契約期間満了後に太陽光発電設備等の譲渡を受け、法定耐用年数期間経過後に当

該太陽光発電設備等の廃棄を行う場合には、当該譲渡を受けた者の責任において行う必要が

あることに留意すること。 

補助対象設備の設置先の需要家に変更がある場合であっても、新たな需要家との間で補助

事業によって設置した補助対象設備から継続して電力を供給する PPA 契約を締結する場合

は、補助金の返還対象とはならないものとする。 

 

（５）ファイナンスリース事業 

設備導入をファイナンスリース契約により行う場合、リース会社を代表事業者とし、需要

家を共同申請者とすること。 

なお、交付の条件として、リース料から補助金相当分が減額されていること及び補助事業

により導入した設備等について法定耐用年数期間満了まで継続的に使用するために必要な措

置等を証明できる書類の提出を交付の条件とする。 
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（６）設備所有者と建物所有者が異なる場合 

申請時に建物所有者等との間で設備設置承諾書等を交わし、当該承諾書等の写しを提出す

ることにより、設備設置者単独で申請できるものとする。 

 

（７）その他 

①フランチャイズ加盟店等における太陽光発電設備等の使用の中断について 

フランチャイズ加盟店等（以下、「店舗等」という。）において、店舗等の廃止又は改装に伴

い補助事業により導入された設備の使用を中断する場合には、使用再開見込みのないまま設備が

保管され続けることのないよう、店舗等の廃止又は改装から 6か月を目安に、補助事業者は使用

の再開の見込みの時期及び店舗等、並びに再開までの適切な管理等に関する計画について機構に

報告を行うこと 

 

②太陽光発電設備等の移転について 

補助事業により導入した設備の移転にあたり、次の要件を全て満たす場合に限り、補助目的に

反する「転用」にあたらず、財産処分の手続きを要しないものとする。ただし、この場合であっ

ても設備を移転する場合は事前に機構に報告を行うこと 

１．店舗等の廃止又は改装に伴う代替店舗等への移転であること 

２．補助事業者に変更がないこと 

３．補助対象設備の移転に伴う使用の中断の後、可及的速やかに使用が再開される、又は（１）

の計画について報告がなされるものであること 

 

（８）主な評価ポイント 

対象施設 

・対象施設の種類 

経営基盤 

・経営の健全性、事業の継続性（保守管理を含む。） 

エネルギー起源 CO2 排出削減効果 

・設備導入による CO2 削減量（t-CO2／年）、費用効率性（1t-CO2 削減当たりのコスト） 

停電時における役割 

・停電時にも必要な電力を供給できる機能を有しているか 
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３．応募に必要な書類等 

 

（１）応募に必要な書類 

〈A. 応募申請書〉 

A-１ 様式第 1 応募申請書 

●補助事業を 2者以上で実施する場合は、代表事業者が申請すること 

●【オンサイト PPAモデル】原則として、PPA 事業者の単独申請とすること。ただし、リ

ース会社が介在する場合は B-10「事業の実施体制表」の記入例を参考にして、必要に応じ

て、リース会社を共同申請者とすること 

●捺印した書類の PDF ファイルを電子媒体に入れること 

A-２ 提出書類チェックリスト  

A-３ 需要家の対象施設の区分等 

●「施設 2の名称」「施設 3の名称」…は一つの需要地に複数施設がある場合のみ、記入す

ること。需要地が異なる場合、需要地ごとに Excel ファイル（A-3 など）を作成すること 

 

〈B. 実施計画書〉 

B-１ 別紙 1 実施計画書 

B-２ 別添 1 導入量算出表 

●施設全体の年間使用電力量、特定負荷などを踏まえた導入量を算出すること 

B-３ 太陽光発電設備 系統別リスト 

●本様式を活用して、系統ごとの出力と負荷の関係の妥当性を示すこと 

B-４ 太陽光発電設備 投資コスト確認資料 

●本様式を活用して、太陽電池モジュールの JIS 等に基づく公称最大出力の合計値とパワ

ーコンディショナーの定格出力の比率（過積載率）の妥当性を示すこと 

B-５ 別添２ CO2 削減量等計算表 

B-６ ランニングコスト削減額根拠資料 

●数値の根拠資料として、エネルギーの種類別に単価を記載し、既設の設備のエネルギー

料金等からの削減額と新たに導入する設備のメンテナンスコスト等を合算し、計算過程を

明示した書類を添付すること 

B-７ 事業の実施スケジュール 

●補助対象経費を含む発注（契約予定日）が交付決定日以降となっているスケジュールで

あること 

●契約予定日から令和 3年 2月 26 日（金）までに支払いが完了するスケジュールであるこ

と 

※スケジュールの目安については、「４．事業の実施に係る留意事項 （１）事業スケジュ

ール」のとおり 

B-８ 導入を予定している機器の仕様書 

●導入予定の主な機器（太陽光パネル、パワーコンディショナー、蓄電池等）の一覧表 

●導入予定の主な機器の仕様書 

●単線結線図 

B-９ 導入設備の運用説明書 

●主な設備について、システム図を基にするなどして運用方法を図解すること 

B-１０ 事業の実施体制表 

●事業の実施体制を図解すること 

B-１１ 対象施設の位置図・対象施設の外観写真・設備の設置場所写真 

●地図や写真に設備の設置場所などを図示したものを作成すること 
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〈C. 経費関係書類〉 

C-０ 【複数施設の申請の場合】経費集計表 

●同じ公募期間に複数の施設（需要地）の応募がある場合、各施設の経費内訳の合計を記

入すること（C-0 の作成は任意の一つの Excel ファイルだけでよい） 

C-１ 別紙 2 経費内訳 

C-２ 経費内訳表 

●見積書または金入り設計書などから名称・数量・金額などを転記すること（項目をまと

めて入力することは不可） 

●補助対象外経費については、見積書や金入り設計書などの備考欄や余白に「補助対象

外」と明記すること。「間接工事費」「設計費」「監理費」が含まれる場合は、「直接工事

費」の補助対象経費と補助対象外経費の比率で按分計算すること 

●「事務費」を計上する場合は、本事業を行うために直接必要な事務に要する経費である

ことが分かる理由書（様式任意・A4 一枚程度）を作成すること 

C-３ 見積書または金入り設計書 

●金額の内訳（単価・数量）が分かる書類を漏れなく添付すること 

●項目・金額が C-2に正しく転記されていることを確認すること 

C-４ 補助事業に係る消費税仕入税額控除の取扱いチェックリスト 

●該当する項目を選択すること 

 

〈D. その他資料〉 

D-１ 会社概要 

●応募者の概要が分かるパンフレット等を添付すること 

●共同事業者がいる場合は、共同事業者についても提出すること 

D-２ 定款 

●共同事業者がいる場合は、共同事業者についても提出すること 

D-３ 経理的基礎等に関する書類 

●申請企業の単体ベースの直近の 3決算期の貸借対照表及び損益計算書を提出すること

（連結がある場合は、連結決算も併せて提出すること。応募申請時に、法人の設立から 1

会計年度を経過していない場合は、申請年度の事業計画及び収支予算、法人の設立から 1

会計年度を経過し、かつ、3会計年度を経過していない場合は、直近の 1決算期に関する

貸借対照表及び損益計算書を提出すること） 

●直近の 2決算期において債務超過が見られる場合、事業継続性を担保できる措置を講じ

ること。また、その確証となるもの（債務超過が解消されたことが分かる書面、関連企業

等による事業継続の一切を保証する連帯保証を証する書面（民法など法律上有効であるも

の）、公認会計士の審査を得た法定耐用年数期間中事業が継続できることが分かる経営改善

計画等）を提出すること。また、該当する場合は事前に機構に相談すること 

●共同事業者がいる場合は、共同事業者についても提出すること 

D-４ 資金計画表 

●「合計」の金額が様式 C-1「(1) 総事業費」と同じか、それより大きい金額になってい

ることを確認すること 

D-５ 暴力団排除に関する誓約事項 

●代表事業者の他、共同事業者、共同所有者等がいる場合は、それぞれの書類を提出する

こと 

●捺印した書類の PDF ファイルを電子媒体に入れること 

D-６ 【オンサイト PPA モデルの場合】契約関係資料 

●契約書（案）などを添付すること 

D-７ 【ファイナンスリース契約の場合】契約関係資料 

●契約書（案）などを添付すること 
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D-８ 【①・③・④・⑥事業の場合】設備設置承諾書の写し 

●補助対象設備の設置にあたって必要な権利者の承諾書の写しを提出すること 

●捺印した書類の PDF ファイルを電子媒体に入れること 

D-９ その他参考資料 

 

(参考資料) 

●『官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説 平成 8年版』（監修：建設大臣官庁営繕部） 

●『建築設備耐震設計・施工指針 2014 年版』（監修：独立行政法人建築研究所） 

…耐震クラスなどについて規定 

●『JIS C 8955:2017 太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出方法』 

…風圧用途係数 IW「極めて重要な太陽光発電システム 1.32」、地震用途係数 Ik「極めて重要な

太陽光発電システム 1.5」など、太陽電池アレイを構築する支持物の許容応力度設計のための

荷重（固定荷重・風圧荷重・積雪荷重・地震荷重）の算出方法などについて規定 

●『地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック<補助事業者申請者用>』(平成 29年 2月 環境省 

地球環境局 

 

（２）公募期間 

・第 1次：6 月 30日（火）～7月 31 日（金）正午まで【必着】 

・第 2次：8 月 3日（月）～8月 31 日（月）正午まで【必着】 

・第 3次：9 月 1日（火）～9月 30 日（水）正午まで【必着】 

※予算額に達した場合はそれ以降の公募を実施しないことがあります。 

 

（３）提出方法 

【郵送又は持参の場合】 

（１）の書類（紙 1部・電子媒体 1枚）を公募期間内に郵送又は持参により機構に提出してく

ださい。 

応募書類は封書に入れ、宛名面に応募事業者名及び「サプライチェーン改革・生産拠点の国内投

資も踏まえた脱炭素社会への転換支援事業）」を朱書きで明記してください。 

※電子媒体には応募をする事業者の名称を必ず記載すること 

※提出された書類は返却しませんので、適宜写しを控えておいてください。 

 

【メールの場合】 

（１）の書類（Word・Excel・PowerPoint・PDF ファイル）を公募期間内に（４）提出先に記載

のメールアドレスに送信してください。 

※メールで送信できるデータの容量に十分注意すること（分割して送信する場合は、メールの

タイトルに「需要地：■■■ 1/4」などと付し、どの案件の申請なのかを分かりやすく示すこ

と） 

※メールの受信が確認できない申請は無効とします。送信ミスにはご注意ください。 
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【郵送又は持参の場合】 

※応募に必要な書類は、原則としてカラー・両面印刷とすること 

※両開きのパイプ式ファイル（紙ファイルは不可）に「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（サプライチェーン改革・生産拠点の国内投資も踏まえた脱炭素社会への転換支援事業） 応募申

請書 ○○○○株式会社」などと記入した表紙と背表紙を付けること 

※ファイルには「A-1 様式第 1 応募申請書」「A-2 提出書類チェックリスト」などと記入した

インデックスを付したあい紙を入れること（必要書類にインデックスを直接付さないこと） 

 

【共通】 

※英数字は原則として半角とし、k（キロ）・h（アワー）は小文字、W（ワット）は大文字でそれぞ

れ記入すること 

※Word・Excel・PowerPoint ファイルは PDF 化して提出しないこと（A-1・D-5・D-8 を除く） 

※Excel のシート名を変更しないこと 

※需要地ごとに申請書を作成すること（会社概要のパンフレットや決算書などはまとめてよい） 

 

（４）提出先 

一般財団法人環境イノベーション情報機構 

「サプライチェーン改革・生産拠点の国内投資も踏まえた脱炭素社会への転換支援事業」担当宛 

〒101-0042 

東京都千代田区神田東松下町 38 鳥本鋼業ビル 3階 

メールアドレス：supply@jigyo.eic.or.jp 
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４．事業の実施に係る留意事項 

（１）事業スケジュール（スケジュールは一例で、実際の状況により変更の可能性がある） 

 年間予定 申請者 機構（EIC） 

公
募
期
間 

公募期間 

（6 月下旬～9 月下

旬） 

 

 

 

  

選
考 

 

審査 

 

 

 

 

 

採択の決定 

（8 月中旬～） 

  

 

 

 

交
付
申
請
期
間 

交付申請 

（採択通知後） 

 

交付決定 

（9 月上旬～） 

  

事
業
の
遂
行
・
完
了
実
績
報
告
・
検
査
・
支
払 

事業の完了 

（2 月 26 日までに

検収・支払を完了す

ること） 

 

 

 

 

 

 

完了実績報告書の

提出 

（事業完了後 30日

以内または補助事

業の完了した日の

属する年度の 3 月

10 日のいずれか早

い日まで） 

  

 

 

 

 

 

事
業
報
告
書

の
提
出 

事業報告書の提出   

 

完了実績報告書 

作成・提出 

完了実績報告書の審査 

（書類審査、必要に応じて現地調査） 

補助金支払 

（3 月 31 日まで） 

精算払請求書 

作成・提出 

事業報告書 

作成・提出 

（直接、環境大臣宛て） 

事業開始 

（交付決定日以降） 

工事請負契約等 

検収・支払 

（2 月 26 日まで） 

公募要領、交付規程等 

EIC ホームページで公開 

交付申請書類確認 

（必要に応じて問い合わせ） 

交付規程、公募要領等を

元に応募書類作成・提出 

交付規程を元に 

交付書類作成・提出 

工事 

情報入手 

公募受付 

採択の決定 

審査委員会（採点基準に基づく採点） 

応募書類審査、選考 

（必要に応じて問い合わせ） 

交付決定通知 

状況により遂行状況報告を依頼 

（必要に応じて現地調査等を実施） 
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（２）審査による採択 

応募申請書類を受理後、外部有識者等から構成される審査委員会での審査を経て、補助事業の

採択又は不採択いずれかの結果を応募者に通知します。 

審査期間は締め切り後、1か月程度を予定しています。 

具体的な審査基準については今後審査委員会にて決定されますが、審査のポイントは「主な評

価ポイント」の内容を想定しています。 

なお、応募要件を満たす提案であっても、提案内容によっては、付帯条件を設定、補助額を減

額又は不採択とする場合もありますのでご了承ください。審査完了次第、結果は通知しますが、

審査結果に対するご意見には対応いたしかねます。 

 

（３）交付申請 

採択通知を受けた応募者には、補助金の交付申請書を機構に提出していただきます。交付申

請の手続は交付規程に従って行ってください。 

 

（４）交付決定 

提出された交付申請書の審査を行い、申請内容が適当と認められたものについては交付の決

定を行います。 

 

（５）補助事業の開始 

補助事業者は、交付決定通知書を受理した後、補助事業を開始することができます。 

交付決定を受ける日までの間に補助事業の実施に係る契約の締結に向けた準備行為（入札公

告、落札者決定等）を行うことは認めますが、その契約締結日が交付決定日より前となる補助

事業の経費については、補助対象経費として認められませんのでご注意ください。 

また、当該契約の相手方を選定するに当たっては、原則として競争原理が働く手続によらな

ければなりません。 

補助対象となる設備の設置に当たっては、各種法令の許可等を得て適切に行ってください。 

 

（６）補助事業の計画変更 

補助事業者は、交付決定された補助事業内容を変更しようとするときは、変更内容によって

は変更交付申請書又は計画変更承認申請書を機構に提出する必要があります。機構に必ず相談

してください。 

 

（７）完了実績報告及び補助金額の確定 

補助事業者は、補助事業完了後 30日以内又は令和 3年 3月 10 日のいずれか早い日までに、

完了実績報告書を機構に提出しなければなりません。 
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なお、補助事業に係る工事会社等への支払は令和 3年 2月 26 日を超えないようにしてくださ

い。 

機構は上記完了実績報告書を受領した後、書類審査及び必要に応じた現地確認を実施し、補

助事業の実施結果が本補助金の交付決定内容及びこれに付した条件に適合すると認めるとき

は、交付すべき補助金の額を確定して、交付額確定通知書を補助事業者に通知します。 

 

（８）補助金の支払 

補助事業者は、機構から確定通知を受けた後、機構に精算払請求書を提出していただきま

す。その後、機構から補助金をお支払いします。 

 

（９）補助金の経理等について 

補助事業の経費については、帳簿及びその他証拠書類を備え、他の経理と明確に区分して経

理し、常にその収支状況を明らかにしておく必要があります。 

これらの帳簿及び証拠書類は補助事業の完了の日の属する年度の終了後 5年間、機構の要求があ

ったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておく必要があります。 

※「環境省所管の補助金等に係る事務処理手引き」参照 

http://www.env.go.jp/kanbo/chotatsu/kanbo/chotasu/2804_160323set.pdf 

 

（１０）補助対象経費について 

事業を行うために直接必要な以下の経費が補助対象経費であり、当該事業で使用されたこと

を証明できるものに限ります（補助対象経費は別表第２参照）。 

 

①補助対象経費の範囲 

補助事業を行うために必要な工事費（本工事費、付帯工事費、機械器具費、測量及試験費）、

設備費、業務費及び事務費であって別表第２に掲げる経費 

 

・設備費、工事費について 

エネルギー起源 CO2の削減に直接資する設備が補助対象となります。また、付帯工事について

は、本工事に付随する直接必要な工事に要する必要最小限度の範囲に限り、例えば既存設備の撤

去・移設等は対象外となります。補助事業の実施に必要な設備器具の設計費、システム設計費等

は工事費の「測量及試験費」に計上してください。 

 

・消費税の取り扱いについて 

「参考 補助金に係る消費税等の仕入控除について」を参照願います。 

 

②補助対象外経費の代表例 

・本補助金への申請手続きに係る経費 

・官公庁等への申請・届出等に係る費用 

・既存設備の撤去・移設費（当該撤去・移設に係る諸経費及び実施設計費・工事監理費も含

む。） 
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・既存設備の更新であっても機能を新設時の状態に戻すような「単なる機能回復」に係る費用 

・数年で定期的に更新する消耗品（予備品） 

・建物の躯体の一部となるような基礎工事 

・技術実証や研究開発段階の設備（検証性の高いもの） 

・事業実施中に発生した事故・災害の処理に要する経費 

・〈間接工事費〉補助対象外の直接工事に相当する間接工事費（直接工事費で按分して除すこ

と） 

・〈測量及試験費〉補助対象外の工事に相当する実施設計費及び工事監理費（工事費で按分して

除すこと） 

 

③補助事業における利益等排除 

補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達等に係る経費がある場合、

補助対象経費の実績額の中に補助対象事業者自身の利益が含まれることは、補助金交付の目的上ふ

さわしくないと考えられます。このため、補助事業者自身から調達等を行う場合には、原価（当該

調達品の製造原価など※）をもって補助対象経費に計上します。 

※補助事業者の業種等により製造原価を算出することが困難である場合は、他の合理的な説明を

もって原価として認める場合があります。また、その根拠となる資料を提出してください。 

 

④取得財産の管理について 

補助事業者は、交付規程に基づき、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（取得財産

等）については「取得財産管理台帳」を整備し、その管理状況を明らかにしておくとともに、財産

を処分（補助金の交付の目的（補助金交付申請書及び実施計画書に記載された補助事業の目的及び

内容）に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保等に供することをいう。）しようと

するときは、あらかじめ機構の承認を受ける必要があります。その際、場合によっては補助金の返

還が必要になることがあります。なお、補助事業により整備された機械、器具、設備その他の財産

には、環境省による補助事業である旨を明示しなければなりません。 

 

⑤二酸化炭素削減効果等の把握及び情報提供 

補助事業者が対象事業により削減される二酸化炭素の量、再生可能エネルギー発電設備の発電量

や蓄電池システムの運用の状況、その他事業から得られた情報を機構が求める場合があります。 

 

⑥事業報告書の作成及び提出 

補助事業者は、実施要領に従い、補助事業の完了の日の属する年度の終了後 3 年間の期間につい

て、毎年度、年度末までに当該補助事業による過去 1年間の二酸化炭素削減効果等について、交付

規程に示す様式により事業報告書を環境大臣に報告してください。補助事業者は、前記の報告書の

証拠となる書類を当該報告書に係る年度の終了後 3年間保存する必要があります。 

なお、3 年間の期間終了後に提出する事業報告書においては、当該事業の費用対効果、当該施設

の利用状況等を含めたものとしてください。 
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５．問い合わせ先 

公募全般に対するお問い合わせは、必ず電子メールを利用し、メール件名に、以下の例のように

事業者名、事業名、事業内容（①事業、②事業、…、⑥事業）及び問合せ内容を記入してくださ

い。また、メール末尾にご担当者様の連絡先（所属、氏名、電話番号、メールアドレス）を記載し

てください。 

 

＜メール件名記入例＞   

事業者名 ○○〇〇株式会社 

事業名 サプライチェーン改革・生産拠点の国内投資も踏まえた脱炭素社会へ

の転換支援事業 

事業内容 ①事業 

問い合わせ内容 （具体的に書いてください。） 

1. ○○・・・ 

2. ○○○○・・・ 

・・・ 

所属 

氏名 

電話番号 

メールアドレス 

○○部○○課○○係 

○○○○ 

○○〇-〇〇〇-○○〇〇 

○○〇〇@○○〇〇.○○.○○ 

 

＜問い合わせメールアドレス＞ 

supply@jigyo.eic.or.jp 
※電話による質問は受け付けておりません。 

 

＜問い合わせ先＞ 

一般財団法人環境イノベーション情報機構（EIC） 

事業部 サプライチェーン転換支援事業チーム 
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別表第１ 

１ 間接

補助事

業の区

分 

２ 間接補助事業

の内容 

３ 間接補助

対象経費 

４ 基準額 ５ 交付額の算定方法 

サプライ

チェーン

改革・生

産拠点の

国内投資

も踏まえ

た脱炭素

社会への

転換支援

事業 

①令和２年度補正

予算サプライチェ

ーン対策のための

国内投資促進事業

費補助金（経済産

業省）の交付の対

象となる施設（こ

れに準ずる施設を

含む。）に対し

て、オンサイト

PPA モデルによ

り、停電時にも必

要な電力を供給で

きる機能を有した

自家消費型太陽光

発電設備、蓄電池

等の導入を行う事

業 

 

※補助金額の 5分

の 4 以上が、サー

ビス料金の低減等

により、需要家に

還元されるもので

あること 

事業を行うた

めに必要な設

備費、工事費

（本工事費、

付帯工事費、

機械器具費、

測量及試験

費）、業務費

及び事務費並

びにその他必

要な経費で補

助事業者が承

認した経費

（間接補助対

象経費の内容

については、

別表第２に定

めるものとす

る。） 

・太陽光発電設備 

定額(6 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

 

・蓄電池（産業

用） 

定額(3 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

ア 総事業費から寄付金

その他の収入額を控除し

た額を算出する。 

イ 第３欄に掲げる間接

補助対象経費と第４欄に

掲げる基準額とを比較し

て少ない方の額を選定す

る。 

ウ アにより算出された

額とイで選定された額と

を比較して少ない方の額

を交付額とする。ただ

し、算出された額に

1,000 円未満の端数が生

じた場合には、これを切

り捨てるものとし、算出

された額が 1億 2千万円

を超えた場合は、1億 2

千万円を交付額とする。 
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 ②令和２年度補正

予算サプライチェ

ーン対策のための

国内投資促進事業

費補助金（経済産

業省）の交付の要

件を満たす施設

（これに準ずる施

設を含む。）にお

いて、当該施設の

設置者が、停電時

にも必要な電力を

供給できる機能を

有した自家消費型

太陽光発電設備、

蓄電池等の導入を

行う事業 

事業を行うた

めに必要な設

備費、工事費

（本工事費、

付帯工事費、

機械器具費、

測量及試験

費）、業務費

及び事務費並

びにその他必

要な経費で補

助事業者が承

認した経費

（間接補助対

象経費の内容

については、

別表第２に定

めるものとす

る。） 

・太陽光発電設備 

定額(5 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

 

・蓄電池（産業

用） 

定額(3 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

ア 総事業費から寄付金

その他の収入額を控除し

た額を算出する。 

イ 第３欄に掲げる間接

補助対象経費と第４欄に

掲げる基準額とを比較し

て少ない方の額を選定す

る。 

ウ アにより算出された

額とイで選定された額と

を比較して少ない方の額

を交付額とする。ただ

し、算出された額に

1,000 円未満の端数が生

じた場合には、これを切

り捨てるものとし、算出

された額が 1億 2千万円

を超えた場合は、1億 2

千万円を交付額とする。 
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 ③令和２年度補正予

算サプライチェーン

対策のための国内投

資促進事業費補助金

（経済産業省）の交

付の要件を満たす施

設（これに準ずる施

設を含む。）に対し

て、ファイナンスリ

ースにより、停電時

にも必要な電力を供

給できる機能を有し

た自家消費型太陽光

発電設備、蓄電池等

の導入を行う事業 

 

※補助金相当分がリ

ース料金から控除さ

れるものであること 

事業を行う

ために必要

な設備費、

工事費（本

工事費、付

帯工事費、

機械器具

費、測量及

試験費）、業

務費及び事

務費並びに

その他必要

な経費で補

助事業者が

承認した経

費（間接補

助対象経費

の内容につ

いては、別

表第２に定

めるものと

する。） 

・太陽光発電設備 

定額(5 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

 

・蓄電池（産業用） 

定額(3 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

ア 総事業費から寄付金

その他の収入額を控除し

た額を算出する。 

イ 第３欄に掲げる間接

補助対象経費と第４欄に

掲げる基準額とを比較し

て少ない方の額を選定す

る。 

ウ アにより算出された

額とイで選定された額と

を比較して少ない方の額

を交付額とする。ただ

し、算出された額に

1,000 円未満の端数が生

じた場合には、これを切

り捨てるものとし、算出

された額が 1億 2千万円

を超えた場合は、1億 2

千万円を交付額とする。 
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 ④令和２年度補正予

算サプライチェーン

対策のための国内投

資促進事業費補助金

（経済産業省）の交

付の要件を満たさな

い施設又は住宅に対

して、オンサイト

PPA モデルにより、

停電時にも必要な電

力を供給できる機能

を有した自家消費型

太陽光発電設備、蓄

電池等の導入を行う

事業 

 

※補助金額の 5分の

4 以上が、サービス

料金の低減等によ

り、需要家に還元さ

れるものであること 

事業を行う

ために必要

な設備費、

工事費（本

工事費、付

帯工事費、

機械器具

費、測量及

試験費）、業

務費及び事

務費並びに

その他必要

な経費で補

助事業者が

承認した経

費（間接補

助対象経費

の内容につ

いては、別

表第２に定

めるものと

する。） 

・太陽光発電設備 

定額(5 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

 

・蓄電池（産業用） 

定額(3 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

又は 

・蓄電池（住宅用）

※ 

定額(2 万円/kWh) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

 

※住宅用：

4,800Ah・セル未満

かつ蓄電容量 kWh/

定格出力 kW＝2.0 以

上。以下、同じ。 

ア 総事業費から寄付金

その他の収入額を控除し

た額を算出する。 

イ 第３欄に掲げる間接

補助対象経費と第４欄に

掲げる基準額とを比較し

て少ない方の額を選定す

る。 

ウ アにより算出された

額とイで選定された額と

を比較して少ない方の額

を交付額とする。ただ

し、算出された額に

1,000 円未満の端数が生

じた場合には、これを切

り捨てるものとし、算出

された額が 1億 2千万円

を超えた場合は、1億 2

千万円を交付額とする。 
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 ⑤令和２年度補正予

算サプライチェーン

対策のための国内投

資促進事業費補助金

（経済産業省）の交

付の要件を満たさな

い施設又は住宅（戸

建て住宅、公共施設

等を除く。）におい

て、当該施設の設置

者が、停電時にも必

要な電力を供給でき

る機能を有した自家

消費型太陽光発電設

備、蓄電池等の導入

を行う事業 

事業を行う

ために必要

な設備費、

工事費（本

工事費、付

帯工事費、

機械器具

費、測量及

試験費）、業

務費及び事

務費並びに

その他必要

な経費で補

助事業者が

承認した経

費（間接補

助対象経費

の内容につ

いては、別

表第２に定

めるものと

する。） 

・太陽光発電設備 

定額(4 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

 

・蓄電池（産業用） 

定額(3 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

又は 

・蓄電池（住宅用） 

定額(2 万円/kWh) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

ア 総事業費から寄付金

その他の収入額を控除し

た額を算出する。 

イ 第３欄に掲げる間接

補助対象経費と第４欄に

掲げる基準額とを比較し

て少ない方の額を選定す

る。 

ウ アにより算出された

額とイで選定された額と

を比較して少ない方の額

を交付額とする。ただ

し、算出された額に

1,000 円未満の端数が生

じた場合には、これを切

り捨てるものとし、算出

された額が 1億 2千万円

を超えた場合は、1億 2

千万円を交付額とする。 
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 ⑥令和２年度補正予

算サプライチェーン

対策のための国内投

資促進事業費補助金

（経済産業省）の交

付の要件を満たさな

い施設又は住宅（戸

建て住宅、公共施設

等を除く。）に対し

て、ファイナンスリ

ースにより、停電時

にも必要な電力を供

給できる機能を有し

た自家消費型太陽光

発電設備、蓄電池等

の導入を行う事業 

 

※補助金相当分がリ

ース料金から控除さ

れるものであること 

事業を行う

ために必要

な設備費、

工事費（本

工事費、付

帯工事費、

機械器具

費、測量及

試験費）、業

務費及び事

務費並びに

その他必要

な経費で補

助事業者が

承認した経

費（間接補

助対象経費

の内容につ

いては、別

表第２に定

めるものと

する。） 

・太陽光発電設備 

定額(4 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

 

・蓄電池（産業用） 

定額(3 万円/kW) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

又は 

・蓄電池（住宅用） 

定額(2 万円/kWh) 

及び 

設置工事費相当額 

定額(10 万円) 

を合算した額 

ア 総事業費から寄付金

その他の収入額を控除し

た額を算出する。 

イ 第３欄に掲げる間接

補助対象経費と第４欄に

掲げる基準額とを比較し

て少ない方の額を選定す

る。 

ウ アにより算出された

額とイで選定された額と

を比較して少ない方の額

を交付額とする。ただ

し、算出された額に

1,000 円未満の端数が生

じた場合には、これを切

り捨てるものとし、算出

された額が 1億 2千万円

を超えた場合は、1億 2

千万円を交付額とする。 
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別表第２ 

１ 区分 ２ 費目 ３ 細分 ４ 内 容 

工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(直接工事費) 

材料費 

 

 

 

 

 

 

 

労務費 

 

 

 

 

 

 

直接経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

(間接工事費) 

共通仮設費 

 

 

 

 

 

 

 

現場管理費 

 

 

 

 

一般管理費 

 

事業を行うために直接必要な材料の購入費をい

い、これに要する運搬費、保管料を含むものとす

る。この材料単価は、建設物価（建設物価調査会

編）、積算資料（経済調査会編）等を参考のうえ、

事業の実施の時期、地域の実態及び他事業との関連

を考慮して事業実施可能な単価とし、根拠となる資

料を添付すること 

 

本工事に直接必要な労務者に対する賃金等の人件

費をいう。この労務単価は、毎年度農林水産、国土

交通の２省が協議して決定した「公共工事設計労務

単価表」を準用し、事業の実施の時期、地域の実態

及び他事業との関連を考慮して事業実施可能な単価

とし、根拠となる資料を添付すること 

 

事業を行うために直接必要とする経費であり、次

の費用をいう。 

①特許権使用料（契約に基づき使用する特許の使用

料及び派出する技術者等に要する費用） 

②水道、光熱、電力料（事業を行うために必要な電

力電灯使用料及び用水使用料） 

③機械経費（事業を行うために必要な機械の使用に

要する経費（材料費、労務費を除く。）） 

 

 

①事業を行うために直接必要な機械器具等の運搬、

移動に要する費用 

②準備、後片付け整地等に要する費用 

③機械の設置撤去及び仮道布設現道補修等に要する

費用 

④技術管理に要する費用 

⑤交通の管理、安全施設に要する費用 

 

請負業者が事業を行うために直接必要な現場経費

であって、労務管理費、水道光熱費、消耗品費、通

信交通費その他に要する費用をいい、類似の事業を

参考に決定する。 

 

請負業者が事業を行うために直接必要な諸給与、

法定福利費、修繕維持費、事務用品費、通信交通費

をいい、類似の事業を参考に決定する。 
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設備費 

 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

付帯工事費 

 

 

 

機械器具費 

 

 

 

測量及試験費 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費 

 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本工事費に付随する直接必要な工事に要する必要

最小限度の範囲で、経費の算定方法は本工事費に準

じて算定すること 

 

事業を行うために直接必要な建築用、小運搬用そ

の他工事用機械器具の購入、借料、運搬、据付け、

撤去、修繕及び製作に要する経費をいう。 

 

事業を行うために直接必要な調査、測量、基本設

計、実施設計、工事監理及び試験に要する経費をい

う。また、間接補助事業者が直接、調査、測量、基

本設計、実施設計、工事監理及び試験を行う場合に

おいてこれに要する材料費、労務費、労務者保険料

等の費用をいい、請負又は委託により調査、測量、

基本設計、実施設計、工事監理及び試験を施工する

場合においては請負費又は委託料の費用をいう。 

 

事業を行うために直接必要な設備及び機器の購入

並びに購入物の運搬、調整、据付け等に要する経費

をいう。 

 

事業を行うために直接必要な機器、設備又はシス

テム等に係る調査、設計、製作、試験及び検証に要

する経費をいう。また、間接補助事業者が直接、調

査、設計、製作、試験及び検証を行う場合において

これに要する材料費、人件費、水道光熱費、消耗品

費、通信交通費その他に要する費用をいい、請負又

は委託により調査、設計、製作、試験及び検証を行

う場合においては請負費又は委託料の費用をいう。 

 

事業を行うために直接必要な事務に要する社会保

険料、賃金、諸謝金、旅費、需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、消耗品費及び備品購入費をい

い、内容については別表第３に定めるものとする。 

事務費は、工事費、設備費及び業務費の金額に対

し、次の表の区分毎に定められた率を乗じて得られ

た額の合計額の範囲内とする。 

 

 

  

号 区  分 率 

１ 5,000 万円以下の金額に対して 6.5% 

２ 5,000 万円を超え 1億円以下の金額に対して 5.5% 

３ 1 億円を超える金額に対して 4.5% 
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別表第３ 

１ 区分 ２ 費目 ３ 細目 ４ 細分 ５ 内容 

事務費 事務費 社会保険料 

 

 

 

 

賃金 

報酬・給料・

職員手当 

 

 

諸謝金 

 

 

 

旅費 

 

 

 

 

需用費 

 

 

 

役務費 

 

 

委託料 

 

 

 

 

使用料及 

賃借料 

 

 

 

消耗品費 

備品購入費 

社会保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印刷製本費 

 

 

 

通信運搬費 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な労務者に対する社会保険料と事業

主負担保険料をいい、使途目的、人数、単

価及び金額がわかる資料を添付すること 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な労務者に対する給与をいい、雇用

目的、内容、人数、単価、日数及び金額が

わかる資料を添付すること 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な諸謝金をいい、目的、人数、単

価、回数が分かる資料を添付すること 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な交通移動に係る経費をいい、目

的、人数、単価、回数及び金額がわかる資

料を添付すること 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な設計用紙等印刷、写真焼付及び図

面焼増等に係る経費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な郵便料等通信費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な業務の一部を外注する場合に発生

する特殊な技能又は資格を必要とする業務

に要する経費をいう。 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な会議に係る会場使用料（借料）を

いい、目的、回数及び金額がわかる資料を

添付すること 

 

この費目から支弁される事務手続のため

に必要な事務用品類、参考図書、現場用作

業衣等雑具類の購入のために必要な経費を

いい、使途目的、品目、単価、数量及び金

額がわかる資料を添付すること 
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参考 補助金に係る消費税等の仕入控除について 

 

消費税の仕入税額控除は、仕入控除の対象とならない事業者（免税事業者等）でない限り、課税

対象消費税額（預かり消費税）から期間中に支払った消費税額（支払い消費税）を消費税の確定申

告により控除できる制度です。 

税制上、補助金は消費税の課税対象となる売上収入ではなく、特定収入となるため、事業者に消

費税を含む補助金が交付された場合、補助金として受けた消費税も事業者の売上げに伴う預かり消

費税の対象にはなりません。 

しかし、補助金として受け補助事業において支払った消費税は、その全部又は一部が支払い消費

税の対象になるため、当該補助事業者は、自らが負担したわけではない補助金分の消費税について

も、補助事業以外における支払い消費税と併せて仕入税額控除を受けることになります。 

このため、補助金の交付決定又は額の確定にあたっては、（１）の計算方法により補助対象経費

から消費税及び地方消費税等相当額（以下「消費税等相当額」という。）を除外した補助金額を算

定し、交付決定又は額の確定を行います。 

ただし、（２）に掲げる者については、消費税等相当額を含む額で交付決定又は額の確定を 

行うことができることとします。 

 

（１）補助対象経費区分毎の計算方法 

①人件費（労務費） 

補助事業者に直接雇用等されている人件費は、課税仕入れとはならないため、消費税等相当額

の除外は行わない。ただし、人材派遣等による人件費は課税仕入れとなるため、消費税等相当額

を除外する。 

②事業費等 

（ⅰ）事業費等の大半は課税仕入れであることをふまえ、経費の合計額に 100/110 を乗じて補助

対象経費を算出することをもって消費税等相当額を除外する。 

（ⅱ）事業費等に課税仕入れの対象外となる経費が含まれる場合、補助事業者の仕入税額控除の

対象外であることを確認した上で、消費税等相当額を除外しないことができる。 

③一般管理費 

（ⅰ）一定割合により算出する場合、①及び②で算出された消費税等相当額を除外した対象経費

に一定割合を乗じることをもって消費税等相当額を除外したものとみなす。 

（ⅱ）積上げにより積算する場合、②（ⅰ）同様に一般管理費の合計額に 100/110 を乗じて補助

対象経費を算出することをもって消費税等相当額を除外する。 

 

（２）補助対象経費から消費税等相当額を除外しないことができる場合 

次の場合については、消費税等相当額を除外することに伴い、自己負担額が増加する等の理由に

より補助事業の遂行に支障をきたす可能性が懸念されます。 
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このため、交付決定時に次の各項目における確認事項を確認すること及び補助事業終了後には交

付要綱に基づき消費税の確定申告に伴う報告書の提出等を求めることにより、消費税等相当額を含

む額で交付決定又は額の確定をおこなうことができることとします。 

 

（ⅰ）消費税法第５条の規定により納税義務者とならない者 

【確認事項】 

納税義務者でないこと 

 

（ⅱ）消費税法第９条第１項の規定により消費税を納める義務が免除される者 

課税期間（個人事業者：暦年、法人：事業年度）の基準期間（個人事業主：その年の前々年、法

人：その事業年度の前々事業年度）における課税売上高が 1,000 万円以下であり、課税事業者を選

択していないこと 

ただし、基準期間が１年でない法人の場合、原則として１年相当に換算した金額により判定す

る。また、新設された法人については、その事業年度の開始の日における資本金の額又は出資の額

が 1,000 万円以上でないこと 

【確認事項】 

①課税期間の基準期間における課税売上高が 1,000 万円以下であること※ 

②課税事業者を選択していないこと 

③国の会計年度と事業年度等の相違により、補助事業年度途中において課税事業者になった

場合、交付要綱に基づき消費税に係る仕入控除税額の報告を行うこと 

※ただし、課税期間の基準期間における課税売上高が 1,000 万円以下の事業者であっても、

特定期間における課税売上高が 1,000 万円を超える場合には、その年またはその事業年度に

おける納税義務は免除されません。 

④特定期間（個人事業者：前年１月１日～６月 30日、法人：原則として直前期の上半期）に

おける課税売上高が 1,000 万円を超えないこと 

 

（ⅲ）消費税法第 37 条第１項の規定により中小事業者の仕入に係る消費税額の控除の特例が適用

される者 

その課税期間の基準期間における課税売上高が 5,000 万円以下であり、簡易課税制度を選択

していること 

【確認事項】 

①課税期間の基準期間における課税売上高が 5,000 万円以下であること 

②消費税簡易課税制度選択届出書が提出されていること 

③消費税簡易課税制度選択不適用届出書が提出されていないこと 

④国の会計年度と事業年度等の相違により、補助事業年度途中において課税事業者になった

場合、交付要綱に基づき消費税に係る仕入控除税額の報告を行うこと 
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（ⅳ）消費税法第 60 条第４項の規定により国、地方公共団体等に対する仕入れに係る消費税額の

控除の特例が適用される者 

【確認事項】 

国の特別会計、地方公共団体の特別会計又は消費税法別表３に掲げる法人（特例民法法人並

びに一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人、学校法人、社会福祉法人

等を含む）に該当すること 

 

（ⅴ）消費税法第 60 条第６項の規定により国、地方公共団体の一般会計に係る業務の仕入れに係

る消費税額の控除の特例が適用される者 

【確認事項】 

国、地方公共団体の一般会計に係る補助事業であること 

 

（ⅵ）（ⅰ）から（ⅴ）以外の者であって、特段の理由により、消費税仕入控除税額の報告及び返

還を選択する者 

【注意事項】 

補助事業終了後、交付要綱に基づく消費税に係る仕入控除税額の報告を行うこと 

 


